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港湾行政における主要施策

「東日本大震災からの復興加速」、「日本経済の再生」、「国民の安全・安心の確保」、「豊かで利便性の高い地域社会の実現」
の４分野の取組を強力に推進する。

これにより、ストック効果を早期に最大限発言し「民間投資を喚起する成長戦略」の実効性を高め日本経済の再生を図る。

被災地の経済復興を支える物流拠点、エネルギー供給拠点の形成等に
資する港湾施設、海岸保全施設の整備を推進

東日本大震災からの復興加速

（１）国際コンテナ戦略港湾政策の深化と加速

国際基幹航路の寄港を維持・拡大することにより、企業の立地環境を向
上させ、我が国経済の国際競争力を強化

国際コンテナ戦略港湾への「集貨」、戦略港湾背後への産業集積による
「創貨」、戦略港湾の「競争力強化」の３本柱の施策を推進

（２）資源・エネルギー等の安定的かつ安価な輸入の実現に向けた輸入
拠点の整備と効率的な海上輸送もの形成

ばら積み貨物の安定的かつ安価な輸入を実現し、我が国産業の国際競
争力の強化、雇用と所得を維持・創出

（３）地域の基幹産業の競争力強化のための港湾整備

地域の基幹産業を支える産業物流の効率化及び企業活動の活性化に
直結する港湾施設を整備することにより、産業の立地、投資環境の向上
を図り、地域の雇用と所得を維持・創出

（４）港湾における洋上風力発電施設の導入円滑化【新規】

（５）日本海側港湾の機能別拠点化

対岸諸国の経済発展を我が国の成長に取り入れるとともに、東日本大
震災を踏まえた災害に強い物流ネットワークを構築

（６）特定離島における活動拠点の整備・管理

（７）急増するクルーズ船の受入環境の改善

日本経済の再生

（１）大規模災害に対する港湾の事前防災・減災対策の推進

港湾・背後地を守る取組の推進
災害時の海上輸送機能を維持する取組の推進
災害時における海上輸送路の確保
コンビナート港湾の強靱化の推進

（２）津波・高潮・侵食被害に備えた港湾海岸の整備

（３）港湾施設・海岸保全施設の老朽化対策の推進

港湾施設の老朽化対策の推進
老朽化・陳腐化した物流施設の再編・高度化の推進
海岸保全施設の適切な維持管理の推進

国民の安全・安心の確保

（１）離島交通の安定的確保

（２）循環型社会の形成に向けた環境の整備

豊かで利便性の高い地域社会の実現
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（８）「みなとオアシス」の活用を通じた地域活性化

（９）港湾関連産業の海外展開支援 ～質の高いインフラ輸出～
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コンテナ貨物の輸送を取り巻く状況

■コンテナ輸送の特徴
・少量・小型の貨物や製品等を輸送する方法。
・積み替え等の手間が少なく、貨物の混載が可能。
・コンテナサイズは主に20ft（約6m）、40ft（約12m）。
・主な輸送品 輸入：食品、機械部品、衣料品など

輸出：電気製品、紙・パルプ、家具など

船舶の大型化に伴い、アライアンスの再編が進展

○アジア ：韓国、中国、香港、台湾、ﾀｲ、ﾌｨﾘﾋﾟﾝ、ﾏﾚｰｼｱ、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ
○欧州 ：ｲｷﾞﾘｽ、ｵﾗﾝﾀﾞ、ﾄﾞｲﾂ、ｲﾀﾘｱ、ｽﾍﾟｲﾝ、ﾍﾞﾙｷﾞｰ、ﾌﾗﾝｽ、ｷﾞﾘｼｬ、ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ、ｽｳｪｰﾃﾞﾝ、ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ、ﾃﾞﾝﾏｰｸ
○北米 ：アメリカ、カナダ

出展：THE WORLD BANK Container port traffic (TEU: 20 foot equivalent units) より作成

注）外内貿を含む数字。ただし、日本全体の貨物量は Containerisation Instemational で収集される主要な
港湾の合計値であり、全てを網羅するものではない。

歴史的な市況の低迷を受け海運業界の再編が加速する中、各アライアンスが
欧州航路を続々と休止・減便している。国際基幹航路の維持・拡大に向け
「集荷」「創貨」「競争力強化」の３本柱の施策を推進していく必要がある。
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現在 17年
～

国土交通省港湾局資料より作成

港湾におけるコンテナ取扱個数の推移

一括大量輸送によるコスト削減のため、
コンテナ船の大型化がますます進展

パナマ運河拡張部開通
(2016.6.26)に伴い
Ｇ６アライアンスが
１万TEUのコンテナ船を
ｱｼﾞｱ・北米東岸側に投入



パナマ運河拡張工事（完了）

ガツン閘門（現況）

第１、第2閘門
パナマ運河の現閘門と拡張後の比較（左図：コンテナ船、右図：バルク貨物船）

○パナマ運河拡張計画とは、第３閘門の新設や航路の拡張・増深等により、喫水１５．２ｍ、船幅４９ｍの
船舶を通航可能とするもの。（ ２０１６年６月２６日供用開始）
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第３閘門

太平洋側ココリ水門（拡張後）



「国際コンテナ戦略港湾」政策の概要
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（２）国際コンテナ戦略港湾背後への「創貨」（１）国際コンテナ戦略港湾への「集貨」

流通加工機能を備えた
荷さばき施設または保管施設を
整備する民間事業者を対象

国際コンテナ戦略港湾背後に立地する物流施設の整備に対する支援のため、「港湾
機能高度化施設整備事業」が活用されている。成果は今後注視していくものの、年間
約400TEUの創貨効果が見込まれる（平成28年度以降）。

平成25年度まで「フィーダー機能強化事業」を実施。釜山港トランシップのうち約9.5万
TEUを国内港湾利用へ転換。平成26年度以降「国際戦略港湾競争力強化対策事業」
が実施され、阪神港のコンテナ貨物取扱個数が増加するなど一定の効果がみられた。

（３）国際コンテナ戦略港湾の「競争力強化」
・コンテナ船の大型化や取扱貨物量の増大等に対応するための、大水深コンテナターミナルの機能強化
・国際コンテナ戦略港湾のコスト削減、利便性向上のための取組の推進
・国際コンテナ戦略港湾の港湾運営会社に対する国の出資

※赤字・赤丸（●）の港は、
寄港便数が増加した港

寄港便数
６８→９４便/週（40％増）

集貨促進のために投入された
国内最大内航コンテナ船
(540TEU級)

西日本諸港から阪神港へのフィーダー網の強化 「創貨」促進のための無利子貸付制度の創設

コンテナ
ターミナル

【対象施設】国際コンテナ戦略港湾（京浜港、阪神港）の
埠頭の近傍に立地する物流施設（上屋、倉庫）

【貸付比率】国：港湾管理者：民間事業者＝３：３：４

物流施設における
流通加工

流通加工機能を備えた物流施設
（ロジスティクス・ハブ機能の強化）

企業の立地環境を向上させ、我が国経済の国際競争力を強化 ⇒ 雇用と所得の維持・創出

政策目的 ： 国際基幹航路の我が国への寄港を維持・拡大すること

※ 国際基幹航路の日本への直接寄港が少なくなると、本来最も安価で短時間の直接寄港ルートが減るというサービス水準の直接の低下に加え、

国内立地企業の輸送が海外トランシップを経るルートを選択せざるを得なくなり、直接寄港ルートとの比較による価格交渉力を失い、海外トラン

シップルートの料金高騰等立地環境の悪化を招く。また、積み替え時の積み残し等による遅延リスク、荷傷みのリスク等も懸念される。

国際コンテナ戦略港湾：我が国の国際コンテナ港湾の競争力強化を図るために平成22年8月に選定された港湾。具体的には阪神港と京浜港の２港。

国際戦略港湾競争力強化対策事業
（半額国費補助）により実施
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国際フィーダーコンテナ取扱貨物量

外貿コンテナ取扱貨物量

【国際コンテナ取扱貨物量※に占める国際フィーダーコンテナ取扱量割合】

2015年中国地方整備局管内のコンテナ取扱について

・管内における平成２７年の主に阪神港を利用した国際フィーダーコンテナ取扱貨物量は15.5万TEUであり、対前年比で9.4%増加。

・平成２７年の国際コンテナ取扱貨物量に対する国際フィーダーコンテナ取扱貨物量の割合は23.7%であり、近年最高の割合となっている。

・港別内訳をみると、広島港が最も多く49%、次いで水島港が23%であり、２港の取扱量で全体の72%を占めている。

■27年における管内の国際フィーダーコンテナ取扱貨物量

【国際コンテナ港別シェア】 【国際フィーダーコンテナ港別シェア】

【管内のコンテナ取扱貨物量】

8

154,716
TEU

652,704
TEU

国際フィーダ輸送の
イメージ図

国際ｺﾝﾃﾅ取扱貨物量に占める国際ﾌｨｰﾀﾞｰｺﾝﾃﾅ取扱量割合

（単位：
万TEU）

※1 ○は国際拠点港湾、無印は重要港湾または地方港湾
※２ 長さ20ﾌｨｰﾄのｺﾝﾃﾅ1本を1個としてカウント
※３ 国内コンテナ取扱貨物量には、国際フィーダーコンテナ取扱貨物量も含まれている
※４ 国際フィーダーコンテナとは、国際コンテナの内、神戸港や大阪港等を経由するコンテナをいう

※国際コンテナ＝外貿コンテナ＋国際フィーダーコンテナ



平成２５年度全国輸出入コンテナ貨物流動調査

・管内発着国際コンテナ貨物による管内港湾の利用が増え（43.8%→48.0%）、阪神港利用及び北部九州港の利用割合は減っている

・コンテナ詰め場所から船積港（船卸港からコンテナ取出場所）までの輸送手段は「トレーラ・トラック」が中心となっている。しかし、
阪神港利用輸送手段に着目すると、「トレーラ・トラック」輸送が減少（85.6%→79.7%）し、「船舶」輸送が増加した13.0%→19.9%）

■中国地方整備局管内発着のコンテナ貨物における船積・船卸港と輸送手段の比較（H20年とH25年）

94.9%

79.7%

19.9%

95.9%

48.0%

34.5%

16.2%

1.3%

ﾀｰﾐﾅﾙ内移動

管内港利用

阪神港利用

船舶
ﾄﾚｰﾗ・ﾄﾗｯｸ

ﾄﾚｰﾗ・ﾄﾗｯｸ

北部九州港利用 ﾄﾚｰﾗ・ﾄﾗｯｸ

93.1%

85.6%

13.0%

91.9%
43.8%

36.4%

18.4%

1.5%

管内港利用

阪神港利用

船舶
ﾄﾚｰﾗ・ﾄﾗｯｸ

ﾀｰﾐﾅﾙ内移動

ﾄﾚｰﾗ・ﾄﾗｯｸ

北部九州港利用 ﾄﾚｰﾗ・ﾄﾗｯｸ

【平成20年度】 【平成25年度】
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イメージ

中国地方の荷主

凡例

管内の港湾から船舶で阪神港（北部九州港）へ

以前はトラックで
遠方の港へ

海外

管内の港湾
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バルク貨物の輸送を取り巻く状況

■バルク（ばら積み）輸送の特徴
・大量の貨物を一括で輸送する方法。
・主な輸送品 輸入：石油（原油）、LNG、鉄鉱石、

石炭、とうもろこし、小麦など

我が国は、資源・エネルギーのほとんどを海外に依存。 一括大量輸送によるコスト削減のため、ばら積み貨物船の大型化が進展

世界の石炭輸入量の推移 世界の鉄鉱石輸入量の推移

出典：WSA「Steel Statistical Yearbook」 、IEA「Coal Information」より作成

（億トン）

近年、中国の石炭・鉄鉱石輸入量が急速に増加

10

（億トン）

(2016.6.26完成）

日本の海上荷さばき量の７割がバルク貨物



●

● 穀物
● 鉄鉱石
● 石炭

釧路港

鹿島港

小名浜港

名古屋港
木更津港

志布志港

水島港

水島港・福山港

徳山下松港・宇部港

国際バルク戦略港湾政策の概要

穀物

石炭

鉄鉱石

水島港・福山港

中型船による輸送
（個々の企業による輸送）

海外積出港

A港 B港 C港

大型船による大量輸送
（複数企業によるばら積み貨物の相積み等）

海外積出港

二次輸送
（内航船）

複数港寄り
（大型船）A港

B港
C港

(拠点港)
(連携港)(連携港)

これまで これから
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政策目的 ：資源・エネルギー等の安定的かつ安価な輸入の実現に向けた効率的な海上輸送網の形成

国際バルク戦略港湾：資源、エネルギー、食糧等の安定的かつ安価な供給のため、平成23年5月に選定された港湾。

ばら積み貨物の安定的かつ安価な輸入を実現し、我が国経済の国際競争力を強化 ⇒ 雇用と所得の維持・創出

※ 我が国の産業及び国民生活に欠かせない物資である資源、穀物等のバルク貨物の世界的な獲得競争が進展している中、大型船による一括大量輸送の

拠点となる港湾を指定し、効率的な海上輸送ネットワーク構築のための支援措置を講じることで、各港湾単位での中型船による海上輸送（非効率）から、

企業間連携による大型船を活用した一括大量輸送（効率的）への転換を促進。

【具体的な取組の例】

●ばら積み貨物の海上輸送網の拠点となる港湾の機能強化
大型船に対応した国際物流ターミナルの整備等

●企業間連携による大型船を活用した共同輸送の促進
荷さばき施設等の整備に対する補助、税制特例措置、港湾管理者を通じた
財政投融資の活用等



徳山下松港・宇部港における石炭共同輸送の取組
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徳山下松港・宇部港では、国際バルク戦略港湾の推進に必要な企業間連携の実現に向けて、石炭共同輸送の取組が行われている。

大型船による共同輸送の将来的な本格運用を視野に、共同輸送量の調整や輸送船の選定などの運用上の手続きを確認することを目的として行うもの。
徳山下松港（下松地区）及び宇部港を荷揚げ港として、インドネシアとオーストラリアから石炭を２隻の船舶で輸送。
なお、宇部港においては、2020年代前半の運転開始を目指して、120万kW級の石炭火力発電設備を用いた電気等供給事業が検討されている。

［国際バルク戦略港湾連携協議会］

「徳山下松港・宇部港」が国土交通省の「国際バルク戦略港湾」に選定された後、港湾利用企業が主体となり設立。
企業間連携による効率的な海外炭物流体制について検討を進めている。

国際バルク戦略港湾（徳山下松港・宇部港）の関係企業７社（※）で構成する協議会であり、
国際バルク戦略港湾の実現に向けて企業連携等の検討等を行う組織で平成24年1月に発足。
山口県はオブザーバーとして協議会に参画している。
※出光興産（株）、宇部興産（株）、周南バルクターミナル（株）、JX日鉱日石エネルギー（株）、

中国電力（株）、東ソー（株）、（株）トクヤマ

積地 インドネシア・サマリンダ沖

揚地 宇部港

出発日 2014年12月4日
到着日 2014年12月13日
輸送量 約7万t（宇部興産4万t、中国電力約3万t）
輸送船 8万t級パナマックス船

積地 オーストラリア・ニューキャッスル港

揚地 徳山下松港（下松地区）および宇部港

出発日 2014年12月24日
到着日 徳山下松港（下松地区）：2015年1月8日

宇部港：2015年1月10日
輸送量 約10万t（宇部興産約3.5万t、中国電力約6.5万t）
輸送船 10万t級スモールケープ船

積地 オーストラリア・ニューキャッスル港

揚地 福山港

出発日 2015年4月5日
到着日 2015年4月19日
輸送量 約14万t（四国電力約8万t、中国電力約6万t）
輸送船 18万t級ケープ船
積地 オーストラリア・ニューキャッスル港

揚地 徳山下松港（徳山地区）周南バルクターミナル

出発日 2015年6月2日
到着日 2015年6月17日
輸送量 約6万t

積地 オーストラリア・ニューキャッスル港

揚地 徳山下松港（徳山地区）周南バルクターミナル

出発日 2015年12月11日
到着日 2015年12月27日
輸送量 約8万t

    （出光興産・トクヤマ：約3万t、中国電力：約5万t）
輸送船 9万t級オーバーパナマックス船

出光興産
トクヤマ

中国電力
による

共同輸送

宇部興産
中国電力

による
共同輸送

宇部興産
中国電力

による
共同輸送

四国電力
中国電力

による
共同輸送

出光興産
トクヤマ
による

共同輸送

出典：山口県HPより

海外炭共同輸送実績

出典：宇部興産HP他

外航船が入港できる中継基地
として福山港を活用

※

（西条発電所・水島発電所）
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ソフト面の取組 プラットホームの取組（境港流通プラットホーム）

ミッシングリンクの解消

輸送システムづくり
（小口輸送・ヘッド・シャーシ等）

圏内企業と圏外企業との
ビジネスマッチング

物流・取引
環境の課題

物流
の課題 境 港

国際貨物のマーケティング

国内RORO貨物の
マーケティング

国内・国際物流の連結

他港との連携

コールドチェーン構築・原料調達、
加工、国内外への輸送

境港流通プラットホーム協議会

協議会

事務局

国内物流分科会

［方向性］日本海側国内海上輸送のミッシングリンクを解消し、
境港の圏域及び中国地方の物流の効率化を実現

［検討課題］国内RORO船の航路誘致など

＜第1回分科会 H27.9.4、第2回分科会 H28.3.11＞

国際物流分科会

［方向性］境港国際コンテナ航路・
国際定期貨客船等の利用促進及
び国内物流・国際物流の連結

［検討課題］国際貨物のﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ
など

物流・取引環境改善
分科会

［方向性］物流サービス・輸送シス
テムの改善及びビジネスマッチン
グの促進

［検討課題］ｺｰﾙﾄﾞﾁｪｰﾝ構築など

協議会メンバー

・商工会議所（会長：境港、
副会長：米子・松江・出雲・平田・安来）

・有識者（鳥大、島大）
・金融（合銀、鳥銀、日本政策投資銀行）
・地元関係団体（環日本海経済活動促進協議会、

境港水産振興協会、ジェトロ ほか）

事務局メンバー

・境港管理組合
・中国地方整備局
・鳥取県
・島根県

［分科会の役割］：
具体的検討と行動

境港を取り巻く課題

平成27年7月11日協議会設立

境港において国内RORO船の定期航路化により山陰地方における海上輸送網のミッシングリンクを解消するとともに、国内コンテナ船、国際フェリー
等との接続による新たな物流ルートを模索するなど、北東アジア・ゲートウェイ「境港」の強みを引き出し、物流環境改善・商流拡大を促進させ、中海・
宍道湖・大山圏域を中心にした産業競争力の強化に資することを目的とした、「境港流通プラットホーム協議会」を平成27年7月11日に設立した。
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内航トライアル輸送 北九州～境(SEA&RAIL)H27.12.8～10
の実施（RORO船） 境～敦賀～苫小牧H28.6.20～22，6.27～29

・船会社（栗林商船、ＤＢＳクルーズフェリー、
隠岐汽船）

・運送会社（ヤマトパッキングサービス、
日本通運）

・荷役会社
・荷主会社
・行政機関
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プラットホームの取組（トライアル輸送）

集荷（トラック）から船舶、船舶から横持ち（トラック）、トラックから鉄道などで積替
作業が生じ、所要時間が半日程度伸びたが、ＲＯＲＯ船の使用により所要時間の
圧縮が可能と考えられる。積替による揺れは問題なく、貨物の破損もなかった。

新たな輸送ルートとして期待の声が大きい。一方で山陰地域での輸送機材（コン
テナ、ヘッド、シャーシ等）の確保、帰り荷（九州→山陰）の確保による輸送シス
テムとしての安定性の向上等が、定期化に向けての課題として指摘された。

平成28年度トライアル輸送平成27年度トライアル輸送
境港～北九州ひびき港内航(SEA&RAIL)

北九州貨物ターミナル駅

境港から

北九州ひびき港

鉄道にて各地へ

輸送品目 荷姿利用 コンテナ（基数） 最終目的地

農機具 裸体／スキッド
40ﾌｨｰト（1）
JR12ﾌｨｰﾄ（1）

佐賀県鳥栖市

空パレット パレット JR12ﾌｨｰﾄ（1） ＪＲ鍋島駅

合板 31ﾌｨｰﾄ（7） 福岡県・佐賀県・茨城県

飲料 段ﾎﾞｰﾙ／バラ
海上12フィート（2）
31フィート（2）

佐賀県鳥栖市

紙製品 平版 JR12ﾌｨｰﾄ（5） 福岡県内

米穀 紙袋 海上12ﾌｨｰﾄ（2） 福岡県田川市

ファイル 段ﾎﾞｰﾙ／バラ JR12ﾌｨｰﾄ（1） 佐賀県三基郡

マッサージ機 段ﾎﾞｰﾙ／バラ JR12ﾌｨｰﾄ（1） 福岡市・鳥栖市

乗用車 40ﾌｨｰト（1） 北九州市

内航ＲＯＲＯ船の定期航路開設に向けて更なるトライアル輸送が必要。
（ＲＯＲＯ船の使用による所用時間圧縮、既存航路の境港延伸について検証）

既往成果もあわせて、輸送ニーズを踏まえた船舶確保、主要貨物の掘り起し、
ポートセールス体制強化、境港側の陸上輸送部分のシステムづくり、輸送機材の
確保、他港との協力体制の確立により、定期航路の開設を目指す。

1回目 2回目

入港 出港 入港 出港

21:00 21:00

入港 出港 入港 出港

21:00 20日1:00 21:00 27日1:00

入港 出港 入港 出港

9:00 12:00 9:00 12:00

入港 出港 入港 出港

20:00 21日1:00 20:00 28日1:00

入港 出港 入港 出港

1:00 1:00

6/18(土)苫小牧港

6/19(日)敦賀港

6/20(月)境港

6/20(月)敦賀港

6/22(水) 苫小牧港

6/25(土)苫小牧港

6/26(日)敦賀港

6/27月)境港

6/27(月)敦賀港

6/29(水) 苫小牧港

ＲＯＲＯ船の使用による作業効率、

既存航路の境港延伸について
検証していく

１回目／6月20日入港分 ２回目／6月27日入港分

貨物台数 トレーラー１６台、自走貨物３台 トレーラー９台、自走貨物３台

貨物種類
洋紙、パレット材、自転車、フォークリフト、
輸送容器

洋紙、自転車、小豆、輸送容器、建機

仕 出 地 苫小牧市、帯広市、小松市 苫小牧市、帯広市、石狩市、小松市

仕 向 地 松江市、福山市、伯耆町、境港市 松江市、福山市、倉吉市、和気町

貨物台数 トレーラー７台、自走貨物４台 トレーラー２２台、自走貨物２台

貨物種類 合板、飲料水、ガスボンベ、農機、建材
洋紙、合板、飲料水、ガスボンベ、事務用品、
土壌改良剤、医薬品、農機、建材

仕 出 地
広島市、津山市、松江市、
境港市、倉吉市、伯耆町

津山市、松江市、益田市、
米子市、境港市、倉吉市、伯耆町

仕 向 地
大阪市、福井市、
石狩市、札幌市、苫小牧市

大阪市、福井市、
石狩市、札幌市、帯広市、苫小牧市

貨物台数計 トレーラー２３台、自走貨物７台、計３０台 トレーラー３１台、自走貨物５台、計３６台

移
入

移
出

入港 荷役開始 荷役終了 出港
7:30 8:45 10:45 11:00

入港 荷役開始 荷役終了 出港
6:30 7:00 17:10 17:20

入港 荷役開始 荷役終了 出港
10:00 13:00 15:50 16:00

１２月８日（火）北九州港ひびきＣＴ

１２月９日（水）境港

１２月１０日（木）北九州港ひびきＣＴ



ソフト面の取組 集荷・集客のとりくみ（浜田港拠点化形成研究会）

浜田港拠点化形成研究会

事務局

浜田港を取り巻く課題

平成28年5月20日研究会設立

発展著しいアジアに近い「浜田港」の強みを生かして、石見から出雲、広島県北部に至る広域的な産学金官が連携して、浜田

港への集貨対策及びクルーズ客船誘致対策に取り組むため、「浜田港拠点化形成研究会」を平成28年5月20日に設立した。
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ワーキングメンバー

検討課題に応じて招集

研究会
メンバー

・有識者（島根県立大学、山陰経済経営研究所）
・金融機関（山陰合同銀行、日本海信用金庫、

日本政策投資銀行、日本政策金融公庫）
・経済関係団体（ｼﾞｪﾄﾛ、商工会議所、商工会連合、

産業振興財団、中小企業家同友会）
・農業・漁業団体（ＪＡしまね、ＪＦしまね）
・運送関係者（浜田トラック事業協同組合）

事務局メンバー

・浜田市
・島根県

・利用企業（島根合板、日本製紙、ｴﾙ・ｱｲ・ﾋﾞｰ ｹｲ、･ｴﾌ･ｼﾞｰ)
・観光団体（石見観光振興協議会、観光協会）
・旅行・交通事業者（石王観光、石見交通）
・船舶代理店等（浜田港運、日本通運）
・浜田港振興会
・行政機関（浜田市、益田市、大田市、江津市、川本町、 美郷町、

邑南町、津和野町、吉賀町、 出雲市、
三次市、安芸高田市、安芸太田町、北広島町、島根県）

［ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟの役割］
：具体的検討と行動

■物流機能の不足
• 大型船舶に対応していない
• 荷さばき・保管機能が不足
• 港から工業団地へのアクセスが悪い

■海上輸送網がない
• 国内定期航路が無い
• 貨物が集まりにくい

物流の課題

■マーケティング
販路の開拓、拡大をしたい
が、情報が少ない

■集荷促進
県境を越えた広範囲から
集荷したいが、個々の取組
では困難

商流の課題

集貨対策ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ

［検討課題］ ・国際定期コンテナ船の利用促進
・国際定期ＲＯＲＯ船の利用促進
・貨物の取扱量の拡大（国内・国際コンテナ及びバルク）
・国内他港との連携

→ 国内定期航路の誘致（海上輸送網ﾐｯｼﾝｸﾞﾘﾝｸの解消）
→ 国内・国際物流の接続による新たな物流ﾙｰﾄの確立

［具体的活動］ ・広域的な、利用可能企業等の情報収集
・関係者が連携した有望企業へのポートセールス
・荷主に対するインセンティブ（補助制度等）の検討
・新規貨物の掘り起し など

ｸﾙｰｽﾞ客船誘致対策ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ

［検討課題］ ・国内・海外ｸﾙｰｽﾞ客船の誘致と継続的な寄港
・ｸﾙｰｽﾞ客船の受入に向けた受入環境整備
・国内他港との連携

［具体的活動］ ・観光資源の掘り起こし
・外国語ｶﾞｲﾄﾞ・地元ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの確保
・国内・海外クルーズ客船の誘致活動
・ＣＩＱの体制整備の検討 など

研究会
［研究会の役割］：取組方針決定

進捗管理
情報共有

上記検討が
進んでから

第1回WG H28.7.1
利用可能企業の情報収集・課題整理 第1回WG H28.7.15

情報共有・課題整理



ハード面の取組（中国地方の港湾空港関係の主要事業）
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呉
港

岡山県

岩国飛行場

宇部港（本港地区）

航路･泊地(-13m)整備
【H9～H30】

水島港（玉島地区）
国際物流ﾀｰﾐﾅﾙ(-12m)・
臨港道路整備【H20～H29】

境港
（外港地区）防波堤整備【S43～H28】
（外港中野地区）国際物流ﾀｰﾐﾅﾙ（-12ｍ）整備【H24～H28】
（外港竹内南地区）ふ頭再編改良（-10m）【H27～H31】

鳥取港（千代地区）
防波堤整備【S52～H33】

岩国港（装束～室の木地区）
臨港道路整備【H16～H32】

浜田港（福井地区）
防波堤（新北）整備【H10～H29】
臨港道路整備【H24～H29】

徳山下松港
（徳山地区）国際物流ﾀｰﾐﾅﾙ（-14ｍ）整備
【S63～H28】
（新南陽地区）国際物流ﾀｰﾐﾅﾙ（-12ｍ）整備
【H9～H28】
（下松地区）国際物流ﾀｰﾐﾅﾙ（-19ｍ）整備
【H28～H31】

広島空港
滑走路・誘導路改良整備

【H25～H32】

広島港
（宇品地区）ふ頭再編改良（-12m）【H27～H30】

広島港海岸
直轄海岸保全施設整備【H17～H32】

尾道糸崎港（機織地区）
国際物流ﾀｰﾐﾅﾙ（-12ｍ）
整備【H6～H30】

凡 例

国際拠点港湾

重要港湾

避難港

拠点空港(国管理空港)・
共用空港

七
類
港 田

後
港境

港

広島空港

※【 】内は事業予定期間（年度）を示す
※朱書部分はH28年度に新規採択された事業を示す

油谷港（唐崎地区）

防波堤整備
【H2～H31】
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原木の輸入時に大型船による一括多量輸送や荷揚げ後の
貨物の円滑な取扱が可能となり、利用企業の物流コストの
削減に寄与できる

境港（外港中野地区）国際物流ターミナル整備事業

・整備内容：岸壁(水深12m)、泊地(水深12m)、臨港道路、ふ頭用地
・事業期間：2012年度～2016年度
・全体事業費：85億円

国際物流ターミナルの整備対応

効果

H23.5撮影

昭和南１号岸壁（-13m）に
大型木材輸送船が満載で接岸

大型木材輸送船の荷役終了待ちにより、木材チップ船が玉突きで
２隻滞船。フル生産体制中の製紙企業の原材料調達に支障。

滞船事例：大型木材輸送船の荷役中の木材チップ船の沖待ち状況
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＜中国地方国際物流戦略チーム政策提言における具体施策＞
【山陰地域】

○ 地域防災力と産業競争力の強化に資する基礎インフラの整備

平成28年9月供用開始予定



＜中国地方国際物流戦略チーム政策提言における具体施策＞【備前備中地域】
○ 鉄鉱石、穀物等の安価で安定的な供給の確保に資するインフラの整備

船舶の大型化への対応や、水島・玉島両地区を結ぶネットワークの強化によって物流コストを削減し、基幹産業の国際
競争力の強化を図ることで、日本経済の発展、雇用の確保等に寄与する。また、大規模災害に対する地域の災害対応
力の強化を通じ、地域防災力の向上に寄与する。

水島港（玉島地区）国際物流ターミナル・臨港道路整備事業

・整備内容：岸壁（水深12m）（耐震）、航路（水深12m）、泊地（水深12m）、臨港道路、ふ頭用地、荷役機械
・事業期間：2008年度～2017年度（臨港道路は2016年度供用予定）
・全体事業費：559億円

国際物流ターミナル、臨港道路の整備対応

効果
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国道430号（既設）

航路(水深12m)
（整備中）

※水深10mで暫定供用中

臨港道路（既設）

一般道路（既設）

玉島ハーバー
アイランド

水島臨海工業地帯
泊地(水深12m)

（供用中）

岸壁(水深12m)（耐震）
（供用中）

臨港道路
（整備中）

高
梁
川

玉島地区

水島地区

地区間のﾈｯﾄﾜｰｸ強化
渋滞解消

地区間のﾈｯﾄﾜｰｸ強化
渋滞解消

現在の様子
（玉島側より撮影）

H28.6

移動距離：11.5km→9km
移動時間：17分→12分
(平均移動速度：44km/h)

輸送時間
の短縮

製品輸出
の効率化

高
梁
川

平成29年3月供用開始予定



臨港道路ふ頭用地

荷役機械

桟橋（水深19m）

岸壁（水深14m）（延伸）

航路（水深14m）(拡幅)

岸壁（水深12m）（延伸）

新南陽地区 徳山地区 下松地区

航路・泊地（水深12m）
（拡幅）

航路・泊地（水深14m）
（拡幅)

大型船による大量輸送が可能となり、地区間の共同輸送を行うことにより輸送コストの削減に寄与できる

徳山下松港（下松地区）国際物流ターミナル整備事業

・整備内容：下松地区 桟橋（水深19m）、ふ頭用地、臨港道路、荷役機械
徳山地区 岸壁（水深14m）（延伸）、航路及び航路・泊地（水深14m）（拡幅）
新南陽地区 岸壁（水深12m）（延伸）、航路・泊地（水深12m）（拡幅）

・事業期間：2016年度～2019年度
・全体事業費：302億円

国際物流ターミナルの整備対応

効果

20完成予想パース ：桟橋（水深19m)

下松地区

＜中国地方国際物流戦略チーム政策提言における具体施策＞【周防長門地域】
○ 石炭等の安価で安定的な供給の確保と産業競争力の強化に資するインフラの整備
○ 官民が連携した施設整備の展開
○ 被災時の海上輸送機能の維持に資する耐震強化岸壁の整備
○ 施設の計画的かつ適切な維持管理の推進

全長300m
喫水18.1m

ｹｰﾌﾟｻｲｽﾞに対応

新規
事業



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and TourismMinistry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

その他のとりくみ
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急増する大型クルーズ船の受入に対応するため、
既設の貨物用公共岸壁を使用するケースが増加。

大型客船の受入対応として、岸壁の補強工事の
実施や、新たな国際貨客船ターミナルの整備など
を実施。

経済波及効果のある大型クルーズ船の寄港の増加

平成２７年の日本へのクルーズ船寄港は、１，４５４回（前年比250 回増）、１１１．６万人（前年比約2.7 倍）で過去最高を記録し、中国管内への入港
実績も過去最高の９８回（前年比43回増）を記録した。 クルーズ船が寄港することで海外からの観光客による周辺観光地のツアーや「爆買い」によ
り、地域経済に大きな波及効果がある。

 注）1月から12月末までの１年間の寄港実績。

【中国地方の港へのクルーズ船の寄港回数実績】

（クァンタム・オブ・ザ・シーズ：16.7万トン入港時の様子）
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大型船に対応した
航路・泊地の整備

大型船に対応した
防舷材・係船柱の整備

広島港五日市岸壁から（対岸にある）宮島や江田島
に船（銀河）で旅客を送迎する試みが行われた。

大型クルーズ船
（ｸｧﾝﾀﾑ･ｵﾌﾞ･ｻﾞ･ｼｰｽﾞ）

近隣移動用クルーズ船
（銀河）

旅客を観光地まで送迎

完成自動車など
通常どおり道路を利用

大型クルーズ船受入への対応

通常時は貨物を取扱い、客船寄港
時には旅客ターミナルとしてCIQの
手続きも可能となる上屋を整備

多くの人で賑わう見送り行事（境港）
（継続的な入港につなげている）

ハード面の整備

ソフト面の取組
港湾名

2012 2013 2014 2015 2016
（見込）

鳥取 2 1 3
境 15 17 11 23 37

温泉津 1
浜田 2 2 4 1

宇野 8 12 7 12 17

水島 1 1 1

北木島 1
福山 1 1

尾道糸崎 2 1 1 2

瀬戸田 1
御手洗 1
呉 1 1
広島 24 26 14 32 49

厳島 5 8 3 7 8
岩国 2 3 1 1

森野漁港 1

徳山下松 2
三田尻中関 1 1

宇部 1
萩 1 5 3 8 8

仙崎 1 1

下関 6 3 8 9
合計 69 83 55 98 128
前年比 130.2% 120.3% 66.3% 178.2% 130.6%



大分港

別府港

岡山港

高松港
坂出港

新居浜港

宇野港
水島港

福山港

東播磨港
姫路港

松山港

呉港

広島港

徳山下松港

神戸港
大阪港

堺泉北港

尼崎西宮芦屋港赤穂 港

津名 港

岩国 港

宇部 港

丸亀港

関門航路

備讃瀬戸航路

来島海峡航路

和歌山下津港

小松島港

阪南港

○南海トラフの巨大地震が発生した場合、これに伴う津波により、津波漂流物が瀬戸内海の狭水道部に拡散・滞留し、航路閉塞等
を引き起こすことが想定。

○発災後に船舶による緊急物資等の輸送を円滑かつ確実に行うため、瀬戸内海において港湾法第５５条の３の４に基づき緊急に
航路啓開する航路を指定。これにより港湾区域外を地方整備局が航路を啓開。

瀬戸内海に係る緊急確保航路の指定

建物（木片）・流木等 漁船・ﾌﾟﾚｼﾞｬｰﾎﾞｰﾄ 原木 コンテナ

瀬戸内海に係る緊急確保航路指定範囲

現在の緊急確保航路
現在の開発保全航路
瀬戸内海に係る緊急確保航路

※ は内閣府公表「南海トラフ地震における具体的な応急対策活動
に関する計画」で示された海上輸送拠点港

大阪湾に係る
緊急確保航路
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